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高速道路のあり方

検討有識者委員会

H23.12.9

今後の高速道路のあり方 中間とりまとめ（抜粋）

Ⅰ．ネットワークのあり方

２） 現状評価と今後の重点

（２） 明確なプライオリティに基づく戦略的整備

ⅰ) 最優先課題

高速道路に求められる主な機能とそれに照らした高速道路ネットワークの現

状評価の結果も踏まえれば、

① 「日本経済を牽引する拠点地域」として、大都市・ブロック中心都市における

ネットワークの緊急強化

② 「繋げてこそのネットワーク」を改めて認識し、脆弱な地域の耐災性を高め、

国土を保全するネットワーク機能の早期確保

を最優先課題として、厳しい財政状況も踏まえつつ、地域毎に抱えている問題

の深刻度に応じて、整備効果及び緊急性の高い箇所から重点的に強化を行

っていく必要がある。

３） 整備・管理のあり方

（３） 整備・管理の基本的な考え方

① ミッシングリンクの解消

・ 一方、東京外環、名古屋２環などの大都市部の高速道路は、緊急性や周辺

ネットワークとの整合性から、利用者負担による有料道路方式での整備を基

本とすべきである。その際、様々な工夫を行ってもなお高速道路の利用者負

担だけでは足りない分については、事業主体の責任を明確にしつつ、税負担

も活用することが必要である。



有料道路事業主体の選定の考え方
［東京外かく環状道路（関越～東名）］

○ 今回の報告対象区間のうち関越～中央の有料事業主体については、

①高速会社法第５条注）に定める東日本高速道路会社の事業範囲であること

②接続する関越道、東京外環（埼玉県区間）は東日本高速道路会社が管理

しており、一体として効率的な管理が可能であること

③東日本高速道路会社が当該区間に有料投資を行う意向があること③東日本高速道路会社が当該区間に有料投資を行う意向があること

以上から、東日本高速道路会社を有料事業主体とする。

注）東日本高速道路株式会社の事業の範囲
北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、
神奈川県、新潟県、富山県及び長野県内の区域内の高速道路
（首都高速道路株式会社の事業の範囲の高速道路を除き、東京都、神奈川県、富山県及び長野県の区域内の
高速道路にあっては国土交通大臣が指定するものに限る）

※東日本高速道路株式会社が高速道路の管理等の事業を営む東京都、神奈川県、富山県及び長野県の区域内の
高速道路を指定する告示（平成１７年６月３０日 国土交通省告示第６３６号）（抜粋）
高速自動車国道関越自動車道新潟線：東京都の区域内に存する区間

○ 今回の報告対象区間のうち中央～東名の有料事業主体については、

①高速会社法第５条注）に定める中日本高速道路会社の事業範囲であること①高速会社法第５条 に定める中日本高速道路会社の事業範囲であること

②接続する中央道、東名高速は中日本高速道路会社が管理しており、一体

として効率的な管理が可能であること

③中日本高速道路会社が当該区間に有料投資を行う意向があること

以上から、中日本高速道路会社を有料事業主体とする。

東京都、神奈川県、富山県、石川県、福井県、山梨県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県及び滋賀県の区域内の高速道路
（首都高速道路株式会社の事業の範囲の高速道路を除き、福井県及び滋賀県の区域内の高速道路にあっては国土交通大臣が指定
するものに限る。）

注）中日本高速道路株式会社の事業の範囲
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周辺高速ネットワークとの関係
［東京外かく環状道路（関越～東名）］［東京外かく環状道路（関越～東名）］
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東日本高速道路（株）

中日本高速道路（株）

首都高速道路（株）

検討中

＊未供用のＩＣ・ＪＣＴは仮称



有料道路事業主体の選定の考え方
［名古屋環状２号線（名古屋西～飛島）］

○ 今回の報告対象区間の有料事業主体については、

①高速会社法第５条注）に定める中日本高速道路会社の事業範囲であること

②周辺の高速ネットワークは中日本高速道路会社が管理しており、一体とし

て効率的な管理が可能であること

③中日本高速道路会社が当該区間に有料投資を行う意向があること

以上から、中日本高速道路会社を有料事業主体とする。

東京都、神奈川県、富山県、石川県、福井県、山梨県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県及び滋賀県の区域内の高速道路
（首都高速道路株式会社の事業の範囲の高速道路を除き、福井県及び滋賀県の区域内の高速道路にあっては国土交通大臣が指定
するものに限る。）

注）中日本高速道路株式会社の事業の範囲
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周辺高速ネットワークとの関係
［名古屋環状２号線（名古屋西～飛島）］［名古屋環状２号線（名古屋西～飛島）］
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5＊未供用のＩＣ・ＪＣＴは仮称
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